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保育コンシェルジュ（臨時職員）を募集します
～寄り添い支援を実施します～

行田市ひとり親家庭等児童養育
手当の申請を受け付けています

ひとりでかかえこまないで
いじめそうだんホットライン開設中

お子さんの発達の悩みをご相談ください

　市では、子育て支援の一環として、保育園、認定こども園、地域型保育事業所または幼稚園にお子さんを入園
させるための活動をしている保護者に対し、「保育コンシェルジュ」による寄り添い支援を実施します。
　このたび、寄り添い支援をしていただく「保育コンシェルジュ」を次のとおり募集します。
▶勤務時間　　　
　午前9時～午後4時（原則週３日の勤務）
▶勤務場所　子ども未来課
▶業務内容　
　・保育園などの利用に関する相談業務
　・ 保育施設への入所が保留となっている世帯へのア

フターフォロー業務
　・情報収集および提供業務
　・その他、課内業務全般
　※ パソコンの操作(エクセル、ワード)をしていただ

きます。
▶募集人数　2人
▶時給　930円～ 1,150円（資格による）

▶応募資格　　　
　次の(1) ～ (3)のいずれかに該当する方
　(1)子育て支援員研修を修了した方
　(2)子育て支援活動に熱意のある方
　(3)保育士資格や幼稚園教諭免許を有する方
▶ その他　応募資格の(2)に該当する方は、採用後、子
育て支援員研修を受講していただきます。（費用負担
なし）
▶ 申し込み　市販の履歴書（写真貼付）に必要事項を記
入の上、4月26日㈮までに子ども未来課に持参して
ください。
▶問い合わせ　同課保育担当（内線293）

　市では、義務教育就学中のお子さんを養育している
ひとり親家庭の父もしくは母、または父母に代わって
養育している方に対して、「行田市ひとり親家庭等児童
養育手当」を支給しています。
　手当を受けるためには申請が必要です。まだ申請をさ
れていない方は子ども未来課で手続きを行ってくださ
い。
▶ 対象　本市に住民登録している方で、次のいずれか
に該当するお子さんと同居し、監護している保護者
（養育者を含む）
　(1) 父もしくは母、または父母の双方が死亡したお子

さん
　(2)父母が婚姻（事実婚を含む）を解消したお子さん
　(3)母が婚姻によらずに出産したお子さん
　※生活保護受給世帯は対象となりません
▶支給額　
　【(1)の場合】1人月額6,000円
　【(2)または(3)の場合】1人月額3,000円
▶支給の時期　7月、11月、3月（4カ月分まとめて支給）
▶ 所得制限　保護者の平成31年度（4月から7月までの
手当については平成30年度）の市町村民税所得割が
課税されていないこと
▶その他　
　・手当は申請をした月から対象となります。
　・ すでに手当を受けている方でも、平成31年4月に

小学1年生になるお子さんがいる場合は、そのお子
さんの申請が新たに必要となります。

▶問い合わせ　同課給付担当（内線292）

　「いじめを受けてつらい」と感じていたら、すぐに「い
じめそうだんホットライン」をご利用ください。お子さ
んだけでなく、保護者の方からの相談もお受けします。
▶電話番号　０１２０―２

つ な ぐ
７９―８

は な し
７４

▶ 利用時間　午前8時30分～午後6時（土･日曜日、
祝日を除く）
▶Eメール相談アドレス　y

ゆ う き
uuki@city.gyoda.lg.jp

▶対象　小・中学生およびその保護者など
▶問い合わせ　教育研修センター☎556―6458

　教育研修センターでは、早期療育事業「ステップ
教室」を開設し、子供たちへの指導に当たっていま
す。利用された保護者の皆さんからは「落ち着いて
話が聞けるようになってきた」、「友達と上手に話が
できるようになってきた」などの感想をいただいて
います。
　専門的な知識をもつ支援員が、発達の特性が気に
なるお子さんの個別療育や家族への支援を行いま
す。発達や子育てでお悩みのことがありましたら、
まずは電話でご相談ください。
▶ 受付時間　午前8時30分～午後5時（土･日曜日、
祝日を除く）
▶ 対象　就学前（年長）から小学1年生までの子ども
とその保護者
▶問い合わせ　同センター☎556―6458

　市では、ひとり親家庭の経済的な自立や生活の安定を支援するため、就職に結び付く可能性がある資格の受
講費用の一部を支給する「母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業」や、専門学校などの養成機関で修業して
いる期間の生活の負担軽減を目的とした「母子家庭等高等技能訓練促進費等給付金事業」を実施しています。
　また、より良い条件での就職や転職に向けた可能性を広げ、安定した雇用につなげていくことを目的とした「高
等学校卒業程度認定試験合格支援事業」を実施します。
　これらの事業を受けるためには、事前相談が必要となりますので、子ども未来課にご相談ください。

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業
▶ 対    象　市内に住所を有する20歳未満のお子さ
んを養育している母子家庭の母または父子家庭の父
で、次の全ての条件に該当する方

　・ 児童扶養手当の支給を受けている、または同等の
所得水準にある方

　・ 当該教育訓練を受けることが適職に就くために必
要であると認められる方

　・ 過去に母子家庭等自立支援教育訓練給付金の支給
を受けたことがない方

▶ 対象講座　雇用保険制度の一般教育訓練給付の指
定教育訓練講座※詳細は厚生労働省ホームページ
(http://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/T_K_
kouza)をご覧ください。

▶支 給 額　
　① 雇用保険制度の一般教育訓練給付金の支給を受け

ることができない方…受講費用の60パーセント
（上限20万円。受講費用の60パーセント相当額
が12,000円を超えない場合は対象外）

　② 雇用保険制度の一般教育訓練給付金の支給を受け
ることができる方…「①の額」から「雇用保険制
度より支給される一般教育訓練給付金の額」を差
し引いた額

母子家庭等高等技能訓練促進費等給付金事業
▶ 対    象　市内に住所を有する20歳未満のお子さ
んを養育している母子家庭の母または父子家庭の父
で、次の全ての要件に該当する方

　・ 児童扶養手当の支給を受けている、または同等の
所得水準にある方

　・ 養成機関で1年以上のカリキュラムを修業し、対
象資格の取得が見込まれる方（上限3年間）

　・ 就業または育児と修業との両立が困難であると認
められる方

　・ 過去に母子家庭等高等技能訓練促進費等給付金事
業の支給を受けたことがない方

▶対象となる資格　
　 看護師、准看護師、保育士、介護福祉士、作業療法
士、歯科衛生士、美容師、社会福祉士、製菓衛生師、
調理師など

▶支 給 額　
　・市町村民税非課税世帯…月額100,000円
　・市町村民税課税世帯　…月額70,500円
　※ 養成機関修了後、「修了支援一時金」として市町

村民税非課税世帯には50,000円、市町村民税課
税世帯には25,000円を支給

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
　高等学校卒業程度認定試験に合格するための講座
（通信講座を含む）を受け、修了した時および合格し
たときに受講費用の一部を支給します。
▶ 対    象　市内に住所を有する20歳未満のお子さ
んを養育している母子家庭の母または父子家庭の父
およびその子ども（20歳未満）で、次の要件の全て
を満たす方。
　・ 児童扶養手当の支給を受けている、または同等の

所得水準にある方
　・ 当該支援事業を受けることが適職に就くために必

要であると認められる方
　　※ 高等学校卒業者など大学入学資格を取得してい

る方は対象外
▶ 対象講座　高等学校卒業程度認定試験の合格を目指
す講座（通信制講座を含む）
　※ 高等学校卒業程度認定試験の試験科目の免除を受

けるために高等学校に在籍して単位を修得する講
座を受け、高等学校等就学支援金制度の支給対象
となる場合は対象外

▶ 支 給 額　受講費用の60パーセント相当額（最大
15万円）
　・ 受講修了時給付金：受講費用の20パーセント（上限
10万円）

　・ 合格時給付金：受講費用の40パーセント（受講
修了時給付金と合わせて上限15万円）

　　※ 合格時給付金は、受講修了日から起算して2年
以内に高等学校卒業程度認定試験の全科目合格
した場合に支給します。

▶問い合わせ　同課給付担当（内線292）

ひとり親家庭の資格取得や
講座受講に掛かる費用を補助します


